「日の丸・君が代」強制事件、付審判請求「特別抗告」棄却までの 概略
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　2007(h19)04/23
第１「日の丸・君が代」強制事件の「告訴告発」から、付審判請求の「特別抗告」棄却まで
　(1) 2004(h16)年12月１日～2005年12月26日、東京地検へ6次に渡り「告訴・告発」
　(2) 2005年12月28日、東京地検が「不起訴」（罪にならず）処分決定
　(3) 2006年1月5日、東京地裁へ「付審判請求」申し立て
　(4) 2006年8月１日、東京地裁が、付審判請求「申立棄却」決定（第10刑事部）

　(5) 2006年9月20日、東京高裁へ、付審判請求「抗告」申立
　(6) 2007年2月23日、東京高裁が、付審判請求「抗告」を「棄却」決定（第11刑事部）
　(7) 2007年3月5日、最高裁へ、付審判請求「特別抗告」申立（第二小法廷）
　(8) 2007(h19)年3月26日、最高裁へ、特別抗告申立理由補充書を提出
　(9) 2007(h19)年4月23日、最高裁、本件付審判請求「特別抗告」を「棄却」決定（第二小法廷）
第２　当事者
　(1) 付審判請求「特別抗告」申立人（告訴人・告発人）総計372名

　　　　①告訴人＝特別抗告人14名

　　　　②告発人＝特別抗告人　知識文化人、有識者、退職教職員、弁護士、他労組組合員、市民ほか計358名（代表:後藤昌次郎、土屋公献、永見寿実）

　　　　　特別抗告人代理人弁護士139名（代表：後藤昌次郎、土屋公献、永見寿実）

　(2) 被疑者

　　　　①東京都知事：石原慎太郎、②東京都教育員会教育長（当時）：横山洋吉、③同教育庁指導部長（当時）近藤精一

　　　
第３　告訴告発事実（犯罪事実）
　(1) 犯罪事実……公務員職権濫用罪（刑法第193条）

　　　都立学校の2003年度卒業式、2004年及び2005年の卒業式及び入学式において、都立学校の教師に対し、公務員である被疑者らは、共謀して職権を濫用し、

　　① 起立・斉唱等の強制

　　　   起立・斉唱等をしないと処分をする旨の職務命令を発し、国旗に向かって起立させ、国歌を斉唱することを強制し、内心の自由に反する行為をさせ、義務のないことを行わせ、権利の行使を妨害した。

　　② 処分

　　　　 起立・斉唱、ピアノ伴奏等をしない教師を処分した。

　　③ 再雇用等の取り消し

　　　　 起立・斉唱等をしなかった者の内、再雇用等を決められていた教師の再雇用継続の取り消し、再雇用新規合格決定の取り消しをし、再雇用の拒否をした。

　　④「再発防止研修」参加の強制

　　　　 参加しないと処分をすると脅迫し、内心の意に反して「再発防止研修」に参加をさせた。
　(2) 犯罪が成立する根拠
　　　「10.23通達」及びこれに基づく「職務命令」は、憲法19条等に反し違憲違法な内容を持つ。

　　　このような違憲違法な命令で起立等を強要し、従わなかったことを理由とする処分等は明白に違法。にもかかわらず、この違法行為を被疑者らはあえて強行した。

　　　　※公務員職権濫用（刑法193条）「公務員がその職権を濫用して、人に義務のないことを行なわせ、又は権利の行使を妨害したとき｣…２年以下の懲役又は禁鋼
(3) 石原都知事の犯罪性
　　　本件「日の丸・君が代」強制事件で、「10.23通達」や「職務命令」の形式的適法性を装う違憲違法な犯罪の実行に於いて、被疑者石原はその影響力を遺憾なく発揮し主導的役割を果たしていることは明らかであるにもかかわらず、直接的職務権限が無いことを装い自らの責任を回避しようとしていることは極めて悪質である。
第4  ｢１０．２３通達｣

2003(h15)年10月23日、都教委の横山洋吉教育長は、「10.23通達」を発した。
　【通達の概要】

１　学習指導要領に基づき、入学式、卒業式等を適正に実施すること。

２　入学式、卒業式等の実施に当たっては、別紙「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱に関する実施指針」のとおり行うものとすること。

３　国旗掲揚及び国歌斉唱の実施に当たり、教職員が本通達に基づく校長の職務命令に従わない場合は、服務上の責任を問われることを、教職員に周知すること。
別紙  ｢入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱に関する実施指針｣
　 １、国旗の掲揚について

入学式、卒業式における国旗の取扱いは、次のとおりとする。

（1）国旗は、式典会場の舞台壇上正面に掲揚する。

（2）（3）略

　 ２、国歌の斉唱

入学式、卒業式等における国歌の取扱いは、次のとおりとする。

（1）式次第には、「国歌斉唱」と記載する。

（2）国歌斉唱に当たっては、式典の司会者が、「国歌斉唱」と発声し、起立を促す。
（3）式典会場において、教職員は、会場の指定された席で国旗に向かって起立し、国歌を斉唱する。
（4）国歌斉唱は、ピアノ伴奏等により行う。

　 ３、会場設営等について

　　　　　略
第５　職務命令
　・同日午後、近藤指導部長は、各校長に、「10.23通達」の「国旗掲揚及び国歌斉唱の実施に当た

　　り、教職員が本通達に基づく校長の職務命令に従わない場合は、服務上の責任に問われることを教職員に周知させること」の前提となる「本通達に基づく校長の職務命令」を「必ず出すよう」職務命令を発した。

　・各校長は、この命令にしたがって、卒業式、入学式の直前に起立等を命じる「職務命令」を発した。
第６　告訴・告発

第１次　2004(h16)年12月1日、       第2次　2004年12月20日、
第3次　2005年2月18日、　　　　　　第4次　2005年4月22日、

第5次　2005年12月9日、　　　　　　第6次　2005(h17)年12月26日
第7   検察庁の捜査

弁護団による東京地検への再三の適正捜査実施要求にもかかわらず何の進展もなかったが、2005年10月に、検事総長、検事正に内容証明郵便で抗議し、適正なる捜査の実施を要求したところ、同月末に地検から告訴人の事情聴取を行いたいとの連絡がありこれに応じたが、検察官は、事実関係等について聴取しながら、調書を作成しなかった（証拠化しない）。　　　　　

そして、最終事情聴取の20日後に被疑者：石原らの「不起訴処分」を下した（2005年12月28日）。
第８　東京地裁への「付審判請求」申立（2006年１月5日）に対する同地裁の
　　　付審判請求「棄却」決定（2006年8月1日）
「棄却」理由の論旨自体が非常にわかりにくいが、要約すると
①学習指導要領は法規性を有し、教育公務員はこれに従う義務を負う。
②本件職務命令は、学習指導要領に基づくものなので、教育公務員は命令に従う義務がある。

③公務員が自らの思想・良心等を理由にこれを拒否することは、内心を越えた外部的行動に含まれるものであって許されない。　　

④教育公務員は、公務員として、内心の自由が制約されることがある。
⑤教育公務員は、内心の自由を理由として、本件職務命令を拒否することはできない、
という論理によって、本件被疑者らの行為は犯罪にならないと認定｡
※ 学習指導要領の法規性について最高裁旭川学テ判決の無視。憲法19条の性格、意義についての無理解。等々、誤りの集積の上で作成されている。
第９　東京高裁へ付審判請求「抗告」申立（2006年9月20日）に対する同高裁の
付審判請求「抗告 棄却」決定（2007年2月23日）
※ 東京高裁は、被疑者らには職権を濫用した「認識」と「故意」がないから、「公務員職権濫用罪」は成立せずとして「抗告」を棄却。

　　　　「職務命令」、「日の丸・君が代」の強制についての憲法判断を回避。
第10　最高裁へ、付審判請求「特別抗告」申立（2007年3月5日）、及び、申立理由補充書の提出（2007年3月26日）に対する同最高裁の
　　　付審判請求「特別抗告 棄却」決定（2007年4月23日）
　　　※ 棄却理由は、
「本件各抗告の趣意のうち、判例違反をいう点は、事案を異にする判例を引用するものであって、本件に適切でなく、その余は、違憲をいう点を含め、実質は単なる法令違反、事実誤認の主張であって、刑訴法433条の抗告理由に当たらない。よって、同法434条、426条1項により、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり（抗告棄却と）決定する。平成19年4月23日　最高裁第二小法廷　裁判官4名連著」という、簡単なものです。

　本件「日の丸・君が代」強制事件に関し、石原らの職権濫用による「10.23通達」や「職務命令」の発出、及び、判例違反についても、憲法裁判所としての最高裁に憲法判断を求めていたにも拘わらず、これまでの検察、地裁、高裁と同じように最高裁もこれ（憲法判断）を避け、手続き上の形式判断のみで「抗告理由に当たらない」として全く独善的で一方的な決定を下し我々の申し立てを退けました。
　こんな棄却決定理由の論理に納得できる法曹人はおろか国民がいるでしょうか。これは、事件の本質から目をそらさせようとする絵に描いたような「門前払い」の決定です。
【参考】刑事訴訟法
第４３３条（特別抗告）

①この法律により不服を申し立てることができない決定又は命令に対しては、第405条に規定する事由があることを理由とする場合に限り、最高裁判所に特に抗告をすることができる。
②前項の抗告の提起期間は、５日とする。
第４３４条（同前）
第４２３条、第４２４条及び第４２６条の規定は、この法律に特別の定のある場合を除いては、前条第１項の抗告についてこれを準用する。
第４２６条（抗告に対する決定）
①抗告の手続がその規定に違反したとき、又は抗告が理由のないときは、決定で抗告を棄却しなければならない。
②抗告が理由のあるときは、決定で原決定を取り消し、必要がある場合には、更に裁判をしなければならない。
第４０５条　高等裁判所がした第一審又は第二審の判決に対しては、左の事由があることを理由として上告の申立をすることができる。
1．憲法の違反があること又は憲法の解釈に誤があること。
2．最高裁判所の判例と相反する判断をしたこと。
3．最高裁判所の判例がない場合に、大審院若しくは上告裁判所たる高等裁判所の判例又はこの法律施行後の控訴裁判所たる高等裁判所の判例と相反する判断をしたこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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